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最近、積み立てをはじめる人が増えていると聞きました。 

つみたてＮＩＳＡと iDeCoは、どのような制度ですか？ 

 

■つみたてＮＩＳＡとiDeCoは、長期の積立投資を支える非課税制度 

つみたて NISAは、日本在住の 20歳以上の方を対象とする少額から始められる積立投資の非課税制

度です。毎年 40万円を上限に投資信託を購入することができ、積み立てた年から数えて最長 20年間

は運用益が非課税になる仕組みです（図表１）。積み立て投資ができるのは 2042年までとされていま

すが、2021年に積み立てをスタートすれば、最大で 880万円（40万円×22年間）まで、2022年に開

始する場合でも最大で 840万円（40万円×21年間）まで、非課税投資枠を利用できるようになってい

ます。積み立て時に購入した投資信託はいつでも売却することができ、必要な時にお金を引き出せる

利便性も兼ね備えています。ただ、20年が経過する前に投資信託を売ってしまうと、非課税期間はそ

こで終了し、残りの非課税期間で別の投資信託を購入することはできません。 

投資対象は、国が定めた一定の基準を満たした投資信託（ETF を含む）です。利用者が負担する手

数料が低水準であることや分配金の頻度が毎月ではないことなど、長期の積み立てに適した商品に限

られています。このため、投資初心者でも安心して購入できる商品ラインナップとなっています。な

お、一定の基準を満たした投資信託（ETFを含む）は、2020年 10月時点で 200種類弱あり、その中の

どの投資信託を購入できるかは、金融機関ごとに異なっています。 
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図表１　つみたてＮＩＳＡのイメージ

非課税期間（20年間保有可）
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一方、iDeCo は日本在住の 20 歳以上 60 歳未満の方を対象とする個人向けの年金制度です。個人が

自ら積み立てを行い、自ら金融商品を選んで運用し、60歳以降に年金または一時金として受け取る仕

組みです。老後に備えた資産形成を目的とする制度であるため、積み立て可能な期間は 60歳までに制

限されており、また、資金の引き出しも原則として 60歳になるまで認められていません。その反面、

税制面で手厚い優遇措置が講じられています。運用益が非課税になるほか、iDeCo に積み立てる資金

はすべて所得控除の対象となるため、所得税や住民税を節税できるメリットがあります。受取時には

全額が課税対象となりますが、一時金で受け取る場合は退職所得控除が、年金で受け取る場合は公的

年金等控除が適用されるため、税負担は軽減されます。なお、iDeCo に拠出できる年間の掛金限度額

は、自営業者、民間被用者、公務員、専業主婦（夫）などの違いにより異なります（図表２）。 

投資対象は、各金融機関が独自の基準で選定しています。このため、金融機関ごとに選べる金融商

品には違いがあります。ただ通常は、投資信託のほか、原則として元本が確保される預貯金や保険商

品など、選べる金融商品の種類は豊富に取り揃えられています。 

 

 

老後に備えて資産形成をはじめる場合、 

つみたてＮＩＳＡとiDeCoのどちらを利用すればいいですか？ 

 

■２つの制度の違いを理解した上で、自らに合った制度を選ぶことが大切 

つみたて NISAと iDeCoは、いずれも個人の長期・積立・分散投資を支援するために設けられた非課

税制度です。通常であれば運用益にかかる 20.315％の税金が非課税になるところに共通の特長があり

ます。しかし、詳細を比較すると相違点も多いため、利用にあたっては２つの制度の違いを理解する

ことが大切です。 

主な違いとして、運用時以外の税制優遇の有無や資金の引き出しの可否が挙げられます。つみたて

NISAでは節税メリットは運用時に限られますが、iDeCoでは運用時だけでなく、拠出時や受取時にも

税制優遇を受けられます。一方、つみたて NISAでは資金を自由に引き出すことができますが、iDeCo

では原則として 60歳になるまで資金を引き出すことはできません。 

こうした違いに着目すると、じっくりと腰を据えて老後に備えたいといった方は、60歳まで非課税

メリットを広く受けられる iDeCo、一方、老後までに資金を引き出せる余地を残しておきたいと考え

Q2. 

限度額

81.6 万円

企業年金がない 27.6 万円

企業型DCに加入 24.0 万円

DBと企業型DCに加入 14.4 万円

DBのみに加入 14.4 万円

公務員等 14.4 万円

27.6 万円

※1　国民年金基金または国民年金不可保険料との合算枠

会社員
・

公務員等

専業主婦（夫）

自営業者等

図表２　iDeCoの拠出限度額

利用者

※1



 

3｜               ｜ジェロントロジーを学ぼう! 2020-10-27｜Copyright ©2020 NLI Research Institute All rights reserved 

るのであれば、資金を自由に引き出せるつみたて NISA、というような使い分けが考えられます。ただ

し、所得水準や資産状況、積立目標、年齢、投資方針などによって、好ましい制度は異なります。悩

むあまり始められないといったことは避けなければなりませんが、２つの制度の違いを確認した上で、

ライフプランやマネープランを踏まえて、自らに合った制度を選ぶことが大切です。 

 

 

つみたてNISA iDeCo

20歳以上 20歳以上60歳未満※1

年間40万円 14.4万円～81.6万円※2

2042年まで積み立て可 60歳まで積み立て可※1

積み立てた年から数えて20年間 受給開始の上限年齢は70歳※3

月100円～ 月5000円～（毎月積み立てる場合）

国が定めた基準を満たす投資信託、ETF 各金融機関が定めた投資信託、預貯金、保険

積立時 なし 全額所得控除

運用時
運用益は全て非課税
売却分の投資枠の再利用は不可
他口座との損益通算は不可

運用益は全て非課税
何度でも売り買い可
他口座との損益通算は不可

受取時 なし 退職所得控除、公的年金等控除を適用

いつでも可 原則60歳になるまで不可

※2　自営業者、民間被用者、公務員、専業主婦（夫）などの違いにより、非課税投資枠は異なります。

※3　法改正により、2022年4月以降は受給開始の上限年齢が75歳に引き上げられます。

税制優遇

資金の引き出し

※1　法改正により、2022年5月以降は最長で65歳まで加入（積み立て）できるようになります。

新規の利用対象者

投資対象

最低積立金額

非課税期間

非課税投資枠

投資可能期間

図表３　つみたてＮＩＳＡとｉＤｅＣｏの比較


